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■職員手当の状況②　期末手当・勤勉手当
弘前市 国

30年度支給割合 30年度支給割合
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

6月期 1.175（0.65）月分 0.85（0.40）月分 6月期 1.225（0.65）月分 0.90（0.425）月分
12月期 1.325（0.75）月分 0.90（0.45）月分 12月期 1.375（0.80）月分 0.95（0.475）月分
計 2.50  （1.40）月分 1.75 （0.85）月分 計 2.60（1.45）月分 1.85（0.90 ）月分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置　 役職加算  ５～ 20% 職制上の段階、職務の

級等による加算措置　
役職加算  ５～ 20%

管理職加算  10 ～ 25%
（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

■特別職の報酬等の状況
　　　　　 （平成 31年 4月１日現在）
区　分 給料月額等

給
　
料

市　長 103万 5,000円
（減額前）105万円

副市長 85万 1,000円
（減額前） 86万 3,000円

代表監
査委員

55万円
（減額前） 55万 8,000円

教育長 73万 8,000円
（減額前） 74万 9,000円

報
　
酬

議　長 61万円
副議長 54万 7,000円
議　員 51万 7,000円
区　分 30年度支給割合

期 

末 

手 

当

市　長
副市長
代表監
査委員
教育長

6月期 1.50 月分

12月期 1.70 月分

 計 3.20 月分

議　長 6月期 1.50 月分

副議長 12月期 1.70 月分

議　員  計 3.20 月分

■部門別職員数の状況と主な増減理由　 （各年４月１日現在、単位は人、△は減）
　　 区 分
部 門 　　

職員数 対前年
増減数 主な増減理由平成30年 平成31年

一
般
行
政
部
門

議　会
総　務
税　務
労　働
農林水産
商　工
土　木
民　生
衛　生

11
281
77
1
69
47
173
134
80

11
283
78
1
72
45
169
134
78

 0
　 2
1 
0

　 3
△ 2
△　4

0
△ 2

　　　
組織再編および業務量増加による増員
育児休業に伴う任期付代替職員の増員

業務量増加による増員
事務の統廃合縮小による減員
事務の統廃合縮小による減員

事務の統廃合縮小による減員
小　計 873 871 △　2

特
別
行
政
部
門

教　育
警　察
消　防

169
0
0

171
0
0

　 2
0
0

業務量増加による増員

小　計 169 171 　 2

　市職員の給与などの状況についてお知らせします。
詳しい内容は、人事課給与厚生係（市役所２階、☎
35-1136）へお問い合わせください。
※市ホームページには、より詳しく掲載しているほか、
職員の任免や勤務条件などの状況について公表する
「人事行政の運営等の状況の公表」も掲載しています。

■人件費の状況（普通会計決算）
区　分 住民基本台帳人口 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 人件費率

（Ｂ／Ａ）
29年度
人件費率

30年度 31年 1月 1日
17万 2,031人 770億 9,724万円 5億 4,058万円 90億 7,815万円 11.77％ 10.97％

（注）　人件費には、退職手当、共済費、特別職に支給される給料・報酬などを含みます。
■職員給与費の状況（普通会計決算）

区　分 職員数（Ａ） 給　与　費 1人当たり給与
費（Ｂ／Ａ）　　給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

30年度 1,042人 36億 9,999万円 5億 8,899万円 13億 4,616万円 56億 3,515万円 540万 8,000円
（注）　１．職員手当には退職手当を含みません。
　　　２．職員数は平成30年４月１日現在の人数です。
■職員の平均給料月額および平均給与月額、平均年齢の状況　　　　　　　　　（平成31年４月１日現在）
区　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
弘前市 29万 1,228円 31万 6,980円 40.5 歳 27万 9,705円 29万 6,966円 53.9 歳
国 32万 9,433円 41万 1,123円 43.4 歳 28万 7,312円 32万 9,380円 50.9 歳

■職員の初任給の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成31年４月１日現在）
区　分 弘前市 青森県 国

一般行政職 大学卒 18万 700円 18万 700円 18万 700円
高校卒 14万 8,600円 14万 8,600円 14万 8,600円

技能労務職 中学卒 13万 400円 13万 4,200円 ー
■職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　　　　　　　　　　　　　　（平成31年４月１日現在）

区　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年
一般行政職 大学卒 23万 9,833円 32万 4,008円 36万 7,317円 39万 838 円

高校卒 21万 4,450円 27万 7,864円 31万 2,669円 35万 9,300円
区　分 経験年数7年～11年 経験年数17年～21年 経験年数22年～26年 経験年数27年～31年

技能労務職 高校卒 ー ー 28万 5,800円 29万 6,539円
■一般行政職の級別職員数の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成31年４月１日現在）

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計
標準的な
職務内容 部　長 部　長 ･

課　長 課　長 課長補佐 課長補佐
･主　幹

係　長・
主　査 主　事 主　事  

職員数 6人 22人 45人 52人 109人 263人 169人 174人 840人
構成比 0.7% 2.6% 5.4% 6.2% 13.0% 31.3% 20.1% 20.7% 100.0%

参考 １年前の
構成比　 1.1% 2.6% 4.9% 6.7% 14.1% 31.8% 18.1% 20.7% 100.0%

■職員手当の状況①　退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成31年４月１日現在）
弘前市 国

基本額 退職日の基本給月額　×　　　　　　
　　　退職理由別・勤続年数別支給率 基本額 退職日の基本給月額　×　　　　　　

　　　退職理由別・勤続年数別支給率

 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

 

（支給率） 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 勤続 20年 19.6695月分 24.586875月分
勤続 25年 28.0395月分 33.27075  月分 勤続 25年 28.0395月分 33.27075 月分
勤続 35年 39.7575月分 47.709　　月分 勤続35年 39.7575月分 47.709 月分
最高限度額 47.709  月分 47.709　　月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置
２％～20％加算 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

２％～45％加算
退職時特別昇給 な　し 退職時特別昇給 な　し

調整額 在職中の職責等による貢献度に基づく　
加算（０～5万 9,550）円× 60カ月 調整額 在職中の職責等による貢献度に基づく

加算（０～９万5,400）円× 60カ月
１人当たり平均支給額 376万 7,000円 2,050万 9,000円  
（注）　１人当たり平均支給額は、平成30年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

■職員手当の状況④　特殊勤務手当
区　分 支給額

支給職員１人当たり平均支給年額
（30年度） 3万 3,546円

職員全体に占める手当支給職員の
割合　　　　　　　　　　　　　 9.1％

区　分 手当の名称

手当の名称

高所作業手当
死体処理手当
有害物取扱手当
道路上作業手当
用地交渉等手当
社会福祉手当
清掃事業従事手当

手当の種類（手当数） 7種類

■職員手当の状況⑤ その他の手当   （平成 31年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

扶
養
手
当

①配偶者 6,500円
異②子 １万円

③その他 6,500円
※満 15 歳に達する日後の最初の４月１日から満
22歳に達する日以後の最初の３月 31日までにあ
る子に加算となる額
１人につき5,000円

住
居
手
当

自ら居住するための住宅を借り受け一定額
（１万 2,000 円）を超える家賃を支払って
いる職員に支給 同
借家・借間（支給限度額） 2万7,000円

通
勤
手
当

通勤のため自動車や電車などを利用してい
る職員に支給

同
交通機関利用者…
　実費、支給限度額５万5,000円
自家用車等使用者…
　片道２km以上 2,000円～
　 片道 60km以上３万1,600円

　

市職員の

給与などの状況

■職員手当の状況③　時間外勤務手当

30年度
決算

支給実績 職員１人当たり
支給年額　　　

２億6,619万円 23.9 万円

公
営
企
業
等

病　院
水　道
交　通
下水道
その他

214
58
0
38
69

193
57
0
39
  70

△ 21
△ 1

0
　 1
　 1

欠員不補充による減員
事務の統廃合縮小による減員
　
業務量増加による増員
業務量増加による増員

小　計 379 359 △ 20
合　　計 1,421 1,401 △ 20

（注）　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休
職者・派遣職員を含み、臨時職員および非常勤職員を除いています。
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